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1 現金によらない精算に関する政府の 2024 年 5 月 15 日付けの政令・第 52/2024/ND-CP号 は 2024 

年 7 月 1 日から発効する。
ACC

2 2024年5月9日付, バクザン省税務局発行の投資許可書内の工場面積を変更する場合の法人所得税
優遇措置に関するオフィシャルレター・第3358/CTBGI-TTHT号

CIT

3 2024 年 4 月 26 日付、ハノイ市税務局公布によるオフィシャルレター・第 24940/CTHN-TTHT号は、ポ
イント累積プログラムに基づく現金による賞与の支払いは控除の対象となるとしている。

CIT

4 廃棄された原材料および完成品の費用は控除対象外であることに関する2024年5月6日付、ビンフック
省税務局のオフィシャルレター・第995/CTVPH-TTH号

CIT

5 2024 年 4 月 23 日付、ハノイ市税務局の非居住者の住宅家賃に対する税控除に関するオフィシャルレ
ター・第23289/CTHN-TTHT号

PIT

6 2024 年 4 月 26 日付、ハノイ市税務局の確定申告をする際に個人所得税の配分した額を再確定しな
いことに関するオフィシャルレター・第24942/CTHN-TTHT号

PIT

内容



7 輸出加工企業が非関税地帯外の倉庫を借りる場合の付加価値税率 は10% に関する2024 年 5 月 9 

日付、ロンアン省税務局発行のオフィシャルレター・第 2231/CTLAN-TTHT号
VAT

8 付加価値税減税の継続に関して、2024 年 5 月 ２８日付けの政府発行の決議 ・第81/NQ-CP号 VAT

9 2024年5月9日付、ビンズオン省税務局発行の外国契約者税の対象とならない欠陥のある輸出商品の
海外での加工に関するオフィシャルレター・第12264/CTBDU-TTHT号

FCT

10 2024 年 4 月 23 日付、ハノイ市税務局から発行の、ベトナムから海外への転送サービス、国際物流、
および国際輸送に対する外国契約者税に関するオフィシャルレター・第23287/CTHN-TTHT号

FCT

11 2024 年 6 月 17 日付、納税と土地賃借料支払い期限の延長に関する政府発行の政令・第
64/2024/ND-CP号。

OTH

12 2024年7月1日付、HCMC社会保険発行の2024年7月1日からの社会保険、健康保険、雇用保険の納
付額についての通知書・第4767/TB-BHXH号

LAB

内容
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1 現金によらない精算に関する規定

現金によらない精算に関する政府の 2024 年 5 月 15 日付けの政令・第
52/2024/ND-CP号 は 2024 年 7 月 1 日から発効する。

電子マネーとは、顧客が銀行、外国銀行支店、または電子ウォレットサービスを
提供する決済仲介サービスに前払いした金額に基づいて提供され、電子的手段で
保存されたベトナムドンの価値と定義される。

電子ウォレットとプリペイドカードは、電子マネーを保管する手段と定義される。
銀行、外国銀行支店、および決済仲介サービスプロバイダーは、電子ウォレット/

プリペイドカードサービスを提供することができるが、国家銀行が規定する条件
を満たす必要がある。
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1 現金によらない精算に関する規定

いくつかのケースで、国際決済は国際決済システムへの参加を国家銀行によって
承認された商業銀行または外国銀行支店を通じて行う必要がある。詳細は次のと
おり。

- 外国組織がベトナムで商品やサービスの精算取引を行うために、非居住外国人
およびベトナムに居住する外国人の顧客に決済サービスまたは決済仲介サービ
スを提供する時。及び、

- 仲介決済サービスを提供する組織（金融交換サービスを提供する組織を除く）
が、外国での商品やサービスの決済取引を行うために顧客に仲介決済サービス
を提供する場合。

最後に、国際決済活動に関与する各当事者は、ベトナム法の規定に従った管理を
目的として完全かつ正確かつタイムリーに情報を提供し、国家機関の要求を満た
す責任を負う。



2 投資証明書上の工場面積を変更する場合の法人税優遇措置

2024年5月9日付, バクザン省税務局発行の投資許可書内の工場面積を変更する場
合の法人所得税優遇措置に関するオフィシャルレター・第3358/CTBGI-TTHT号は
以下の通りである。

企業が所在地ごとの税制上の優遇措置を享受しており、調整済み投資証明書の工
場面積に変更がある場合、投資証明書の変更によって投資プロジェクトの税制上
の優遇条件が変わらない場合、会社は、

- 残存期間においては、進行中のプロジェクトに応じて法人税の優遇措置を引き
続き享受できる。または、

- 通達・第 78/2014/TT-BTC号の第 18 条6 項に規定されている優遇条件を満たし
ている場合、拡張投資カテゴリーに基づく優遇を享受できる。
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3 ポイント累積プログラムに基づく現金賞与の支払いは控除の対象となる

2024 年 4 月 26 日付、ハノイ市税務局公布によるオフィシャルレター・第
24940/CTHN-TTHT号は、ポイント累積プログラムに基づく現金による賞与の支
払いは控除の対象となるとしている。

顧客が会社の規定に従った注文金額を購入し、その全額を累積した場合で、会社
は顧客に現金賞与の支払いが生じた場合、通達・第 96/2015/TT-BTC号の第 4 条
に規定されている条件を満たしていれば、会社は個人所得税の課税所得を決定す
る際に損金算入することができる。
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4 廃棄される原材料および完成品の費用は控除できない

廃棄された原材料および完成品の費用は控除対象外であることに関する2024年5

月6日付、ビンフック省税務局のオフィシャルレター・第995/CTVPH-TTH号は以
下の通りである。

顧客の注文や生産・事業戦略の変更により原材料や完成品が廃棄された場合は、
不可抗力のケースに属さないため、法人税の課税対象を確定する際の損金算入に
計算されない。
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5 非居住者の住宅家賃に対する税控除

2024 年 4 月 23 日付、ハノイ市税務局の非居住者の住宅家賃に対する税控除に関
するオフィシャルレター・第23289/CTHN-TTHT号は以下の通りである。

企業がベトナムに居住していない個人である外国人労働者を雇用しており、ベト
ナムでの家賃を会社が代わりに支払っている場合、その家賃の額は、実際の支払
い額に応じて個人所得税の対象となる所得に含まれるが、通達・第 92/2015/ TT-

BTC号の第 11 条 2 項の案内に従い、ベトナムで発生する課税所得総額 (家賃、電
気、水道、および関連サービス (該当する場合) を除く) の 15% を超えないこと。
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6 確定申告する際に、配分した個人所得税額を再確定しない

2024 年 4 月 26 日付、ハノイ市税務局の確定申告をする際に個人所得税の配分
した額を再確定しないことに関するオフィシャルレター・第24942/CTHN-TTHT

号は以下の通りである。

会社は、他の省の事業所で働く従業員に給与、賃金を支払い、規定に従って給与
および賃金から所得に対する個人所得税を控除し、通達・第 80/2021/ TT-BTC号
の案内に従って申告書類を提出する。

従業員が勤務する各省の国家予算に配分及び納付された個人所得税の額について
は、会社は通達・第 80/2021/TT-BTC号の第19条3項a.1項aに基づき個人所得税
を確定申告する際に再確定することはない。
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7 輸出加工企業が非関税地域外の倉庫を借りる場合の付加価値税率は10％

輸出加工企業が非関税地帯外の倉庫を借りる場合の付加価値税率 は10% に関す
る2024 年 5 月 9 日付、ロンアン省税務局発行のオフィシャルレター・第
2231/CTLAN-TTHT号。

会社が原材料や製品を保管するために工場をレンタルする輸出加工企業である場
合、工場レンタルサービスが非関税地域外で行われ、消費される場合、付加価値
税0％の対象に属さない。 通達・第 219/2013/TT-BTC号の 第 9 条の規定に従い
10% の付加価値税率が適用される。
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8 付加価値税を引き続き減税する

付加価値税減税の継続に関して、2024 年 5 月 ２８日付けの政府発行の決議 ・第81/NQ-

CP号、のした:

第15期第7回国会会議では、2024年後半の6ヶ月間、付加価値税を2%引き下げる決議が可
決される見通しだ。

2024 年後半の 6 か月間の付加価値税減税に関する決議草案:

第1条 適用範囲:

1. 付加価値税率 2% の引き下げ。現在 10% の税率が適用されている商品およびサービス
のグループに適用される(残り8%)。 ただし、以下の商品およびサービスのグループの
一部を除く: 電気通信、情報技術、金融活動、銀行業、証券業、保険業、不動産業、金
属の製造及び金属プレハブ製品の製造、鉱業（石炭鉱業を除く）、コークスの製造、
石油精製、化学薬品及び化成品の製造、特別消費税の対象となる商品及びサービス。

2. 本条第1項に規定する2％の付加価値税減税の適用期間は、2024年7月1日から2024年12

月31日までとなる。
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9 欠陥のある輸出商品を海外で加工する場合、外国契約者税は課税されない

2024年5月9日付、ビンズオン省税務局発行の外国契約者税の対象とならない欠
陥のある輸出商品の海外での加工に関するオフィシャルレター・第
12264/CTBDU-TTHT号は以下の通りである。

ベトナムの企業は、商品が締結された販売契約に従った品質要件を満たしていな
い場合、商品を再加工、処理するために外国の組織を雇わなければならない。こ
の加工活動はベトナム国外で提供および消費されるため、外国組織が受け取る収
入には外国契約者税は課税されない。
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10 ベトナムから海外への転送サービス、国際物流、国際輸送に対する外国契約者税

2024 年 4 月 23 日付、ハノイ市税務局から発行の、ベトナムから海外への転送
サービス、国際物流、および国際輸送に対する外国契約者税に関するオフィシャ
ルレター・第23287/CTHN-TTHT号は以下の通りである。

外国請負業者がベトナムでフォワーディングサービス、国際物流、またはベトナ
ムから海外への国際輸送により収入を得ている場合、通達・第103/2014/TT-BTC

号の第1条の規定に従い外国請負業者に対する納税義務の対象となる。

外国請負業者が、通達・第103/2014/ TT-BTC号の第 8 条に記載されている条件
のいずれかを満たさない場合、通達･第 103/2014/TT-BTC号 の第 12 条、第 13 

条の案内に従って、ベトナム企業がその外国請負業者に代わって控除、申告、納
付を行う責任を負う。
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10 ベトナムから海外への転送サービス、国際物流、国際輸送に対する外国契約者税

- ベトナムから海外への国際輸送サービス (国際運賃):

• 付加価値税: 国際輸送費には 0% (通達・第 219/2013/TT-BTCの第 9 条 2 項の
規定を満たしている場合) または 3% (税率0%の条件を満たしていない場合) の
税率が課税所得に対して適用される。

• 法人所得税: 課税収入の 2% の税率。

- ベトナムから海外への国際転送および倉庫サービス (国際貨物を含まない):

• 付加価値税: 課税対象収入の 5% の税率。

• 法人所得税: 課税対象収入に対する税率は 5%。ベトナムから海外への国際貨
物輸送および倉庫サービスの法人所得税の対象となる収入は、運送業者に支払
われる国際運賃（海上輸送）を除いて、外国請負業者が受け取る収入全体とな
る。



新情報 2024年6月

11 2024年中の納税と土地賃借料の支払い期限を延長

2024 年 6 月 17 日付、納税と土地賃借料支払い期限の延長に関する政府発行の政令・第
64/2024/ND-CP号は以下の通りである。

1. 2024 年中の税金と土地賃借料の支払い延長を適用する時期は、具体的には:

- 本政令の第 3 条に記載されている企業および組織の発生した未納付の付加価値税（納税者が本
社を置く他の省レベルの地方自治体に割り当てられる税額を含む。発生するたびに支払う税
額）の納税期限を2024 年 5 月から 9 月までの課税期間 (付加価値税申告が毎月の場合) および
2024 年の第 2 四半期および第 3 四半期の税計算期 (付加価値税申告が四半期ごとの場合) を延
長する。

• 2024 年 5 月の付加価値税の納付期限は、遅くとも 2024 年 11 月 20 日まで。

• 2024年6月、2024年7月、2024年8月、2024年9月の付加価値税の納付期限は、。遅くとも
2024 年 12 月 20 日まで。;

• 2024 年の第 2 四半期と第 3 四半期の付加価値税の納付期限は。最も遅い期限は 2024 年 12 

月 31日。

注: 上記の規定は、輸入段階の付加価値税には適用されない。
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11 2024年中の納税と土地賃借料の支払い期限を延長

- 政令・第 64/2024/ND -CP 号の第 3 条の規定対象となる企業および組織の 2024 年法人所得税
期間の第 2 四半期の暫定的に支払われた法人所得税額の納税期限を延長する。延長期間は税務
管理についての法律の規定に従い、法人税の納期限終了した日から3か月間となる。

- 政令・第 64/2024/ NĐ-CP号の第 3 条 1 項、 2 項および 3 項に記載の経済セクターおよび分野
で活動する事業家および個人事業主の 2024 年に発生する税額に対する付加価値税および個人
所得税の納付期限の延長をする。法人世帯および個人は、遅くとも2024 年 12 月 30 日までに
延長された税額を支払う必要がある。

- 土地賃借料：本政令の第 3 条の規定の対象となる企業、団体、世帯、個人の 2024 年に発生し
た未払いの土地賃借料の 50% の納付期限の延長 この政令は、決定に従って国家から直接土地
を賃貸している、または年間土地賃貸料の形式での管轄の省機関の契約。延長期間は2024年
10月31日から2か月となる。
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11 2024年中の納税と土地賃借料の支払い期限を延長

2. 延長の手順と手続き:

- 納税者は、納税申告書を提出すると同時に、この政令に添付された別表に従って、直接管轄税
務当局に電子または紙の延長申請を送信する。

- 延長申請書が納税申告書と同時に提出されない場合の提出期限は遅くとも2024年9月30日とな
る。

この政令は、署名日から 2024 年 12 月 31 日まで発効する。
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12 2024年7月1日よりの社会保険、健康保険、雇用保険の納付額

2024年7月1日付、HCMC社会保険発行の2024年7月1日からの社会保険、健康保
険、雇用保険の納付額についての通知書・第4767/TB-BHXH号によると、以下の
内容になる。

強制的な社会保険、健康保険、労働災害及び労働傷病の料金の上限は
46,800,000VND/月になる。

雇用保険の料金の上限は地域別最低賃金の20倍になる。詳細：

- 地域I：99,200,000VND/月

- 地域II：88,200,000VND/月



略語
VAT Value Added Tax MOF Ministry of Finance 

PIT Personal Income Tax GDT General Department of 

Taxation

CIT Corporate Income Tax MOIT Ministry of Industry and Trade

FCT Foreign Contractor Tax MOLISA Ministry of Labor, War Invalids 

and Social Affair

SCT Special Consumption Tax DPI Department of Planning and 

Investment

IET Import  and Export Tax SBV The State Bank of Vietnam

OTH Other EPE Export processing enterprises

OL Official Letter EPZ Export Processing Zone

ACC Accounting IZ Industrial Zone 

LAB Labor
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